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令和２年度 深谷市水道事業会計予算

（総則）

第１条  令和２年度深谷市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 給 水 戸 数 ５９，７３２ 戸

（２） 年 間 総 給 水 量 １５，６０３，０００

（３） 一 日 平 均 給 水 量 ４２，７４７

（４） 主 要 な 建 設 改 良 事 業 １，９６８，８１３ 千円

ア 浄配水設備改良費 ３１７，０２２ 千円

イ 老朽管更新事業費 ６６６，５２０ 千円

ウ 施 設 整 備 事 業 費 ９８５，２７１ 千円

（収益的収入及び支出）

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収    入

第１款 水 道 事 業 収 益 ３，１０３，５６９ 千円

第１項 営 業 収 益 ２，８０８，５４７ 千円

第２項 営 業 外 収 益 ２９５，０２２ 千円

           支    出

第１款 水 道 事 業 費 用 ２，８６９，４０３ 千円

第１項 営 業 費 用 ２，７０２，９６４ 千円

第２項 営 業 外 費 用 １５５，４３９ 千円

第３項 特 別 損 失 １，０００ 千円

第４項 予 備 費 １０，０００ 千円
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（資本的収入及び支出）

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額１，５８３，６５０千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

１３４，７６９千円、過年度分損益勘定留保資金３４，８１３千円、当年度分損益勘定留保資金

１，０５９，２９８千円及び建設改良積立金３５４，７７０千円で補てんするものとする。）。

収    入

第１款 資 本 的 収 入 １，０２６，２６５ 千円

第１項 企 業 債 ８９６，０００ 千円

第２項 負 担 金 ５３，１５６ 千円

第３項 県 補 助 金 ２４，７２０ 千円

第４項 他 会 計 出 資 金 ５２，３８９ 千円

支    出

第１款 資 本 的 支 出 ２，６０９，９１５ 千円

第１項 建 設 改 良 費 １，９７３，８０６ 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 ６２６，１０９ 千円

第３項 予 備 費 １０，０００ 千円
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（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事          項 期       間 限   度   額

浄配水場運転管理・施設点検等業務

委託
令和３年度から令和７年度まで ９９８，８００千円

メーター交換業務委託、漏水修繕業

務委託及び特設配水管用資材費
令和３年度まで ３８，８００千円

コンビニ収納業務委託及びＥＢシス

テム利用手数料
令和３年度まで ４，５００千円

土地賃借料 令和３年度まで ４００千円

ドライシーラー保守点検業務費 令和３年度まで ３００千円

損害共済等保険料 令和３年度まで ２，２００千円

たな卸資産購入限度額 令和３年度まで ２７，８００千円
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（企業債）

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

老 朽 管 更 新 事 業 ３６４，０００千円  

普通貸借

又は

証券発行

４ ％ 以 内 （ た だ し 、 利

率 見 直 し 方 式 で 借 り 入

れ る 資 金 に つ い て 、 利

率 の 見 直 し を 行 っ た 後

に つ い て は 、 当 該 見 直

し後の利率）

借 入 先 の 定 め る 融 資 条

件に従うものとする。  

ただし、市財政の都合に

よ り 据 置 期 間 及 び 償 還 期

限を短縮し、又は繰上償還

も し く は 低 利 に 借 換 え す

ることができる。  

施 設 整 備 事 業 ５３２，０００千円  

計 ８９６，０００千円  

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営 業 費 用

（２）営 業 外 費 用

（３）建 設 改 良 費

（４）企 業 債 償 還 金

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職 員 給 与 費      ２２６，７４５千円
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 （他会計からの補助金）

第９条  水源確保等のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、５，２４１千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１０条  たな卸資産の購入限度額は、１９，５９３千円と定める。

  令和２年２月２１日提出

                           深谷市長  小 島   進
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地方公営企業法施行令第１７条の２の規定による

予 算 に 関 す る 説 明 書
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（単位：千円）
予 定 額

1 水 道 事 業 収 益 3,103,569 251,440)

1 営 業 収 益 2,808,547 250,390)

1 給 水 収 益 2,635,443

239,586)

2 受 託 工 事 収 益 3,777

344)

3 加 入 金 115,060 φ１３  340件

φ２０  380件

φ２５  10件

増　径  100件

10,460)

4 そ の 他 営 業 収 益 54,267 38,055

11,020

440

1,355

○手数料 3,397

2 営 業 外 収 益 295,022 1,050)

1 受取利息及び配当金 2,528 17

2,511

2 他 会 計 補 助 金 8,122 2,881

5,241

3 長 期 前 受 金 戻 入 234,726 ○固定資産取得に係る国庫補助金等の減価償却費相当額

4 雑 収 益 12,335

1,050)

5 消 費 税 及 び 37,311

地 方 消 費 税 還 付金

目

○預金利息

収 入

（うち仮受消費税及び地方消費税

（うち仮受消費税及び地方消費税

○年間予定給水量　15,603,000 に対する料金

備　　　　　　　　　　　　　　　考

　　　　　　（うち仮受消費税及び地方消費税

○公共下水道関係

　　　　　　（うち仮受消費税及び地方消費税

○メーター売却代金ほか

○企業会計システム賃借料負担金

○合角ダム償還金県補助金

○有価証券利息

　　　　　　（うち仮受消費税及び地方消費税

○企業会計システム保守委託料負担金

　　　　　　（うち仮受消費税及び地方消費税

○合角ダム償還金等市補助金

○下水道使用料等徴収受託負担金

○消火栓維持管理費

令 和 ２ 年 度 深 谷 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款

　　　　　　（うち仮受消費税及び地方消費税

項
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（単位：千円）
予 定 額

1 水 道 事 業 費 用 2,869,403 114,889)

1 営 業 費 用 2,702,964 114,798)

1 原 水 及 び 浄 水 費 923,791 24,926

7,325

174,198

156,200

3,071

3,577

・消防用設備保守点検業務 721

4,929

5,700

32,499

24,917

・浄配水場修繕 24,569

348

214,979

435,245

9,702

83,409）

○法定福利費

○委託料

（うち仮払消費税及び地方消費税

備　　　　　　　　　　　　　　　考款 項

・川本浄水場汚泥処理業務ほか

支 出

○手数料

・浄配水場警備業務

○修繕費

○職員給与費（職員4人）

目

・非常用自家発設備保守点検業務

（うち仮払消費税及び地方消費税

・浄水場運転管理業務

・電気設備保安点検業務

・車両修繕

○動力費

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

○受水費

○通信運搬費ほか
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予 定 額

2 配 水 及 び 給 水 費 267,915 33,641

2,088

10,348

323

26,851

18,294

3,168

・長期中止中メーター撤去業務関係 4,465

924

176,185

18,933

78,183

6,600

72,469

2,200

14,399

1,880

18,426）

3 受 託 工 事 費 3,498

318）

・漏水修繕業務

・石綿セメント管処分業務

○委託料

・仕切弁、消火栓修繕

○材料費

○備消耗品費ほか

・給水管布設替ほか

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

○公共下水道関係

○法定福利費（職員4人）

備　　　　　　　　　　　　　　　考

○路面復旧費

・検満メ－タ－交換業務

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

・漏水修繕

○修繕費

○職員給与費（会計年度任用職員1人）

・検満メ－タ－交換業務

款 項 目

○職員給与費（職員4人）

○法定福利費（会計年度任用職員1人）
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予 定 額

4 総 係 費 213,736 50,299

2,088

○報酬（上下水道事業運営審議会） 293

15,627

323

1,803

○通信運搬費 9,781

・電話料金 1,330

・郵便料金 8,451

111,491

3,142

12,650

246

4,054

88,440

2,959

12,030

2,035

2,179

5,787

12,645）

・ドライシーラー保守業務

○職員給与費（職員8人）

・電算機器等保守業務

備　　　　　　　　　　　　　　　考

○手数料ほか

・料金システム改修業務

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

・庁舎管理業務ほか

・コンビニ収納業務

○負担金

目

・営業業務包括業務

項

○委託料

○備消耗品費

○法定福利費（職員8人）

款

○賃借料

○保険料

○職員給与費（会計年度任用職員1人）

○法定福利費（会計年度任用職員1人）
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予 定 額

5 減 価 償 却 費 1,247,241 1,235,366

56,192

889,043

289,584

547

11,875

11,875

6 資 産 減 耗 費 46,783 46,283

500

2 営 業 外 費 用 155,439 0）

1 支 払 利 息 155,091

・財政融資資金 39件 71,726

・金融機構資金 57件 83,365

2 雑 支 出 348

3 特 別 損 失 1,000 91）

1 過 年 度 損 益 修 正損 1,000

91）

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

○無形固定資産

・構築物

・水利権

・建物

○有形固定資産

備　　　　　　　　　　　　　　　考

・工具器具及び備品

○たな卸資産減耗費

○企業債利息

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

項 目款

○固定資産除却費

・機械及び装置

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税
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（単位：千円）
予 定 額

1 資 本 的 収 入 1,026,265

1 企 業 債 896,000

1 企 業 債 896,000

364,000

・施設整備事業 532,000

2 負 担 金 53,156

1 負 担 金 53,156 1,625

18,889

○消火栓設置関係 27,390

○道路関係 5,252

3 県 補 助 金 24,720

1 県 補 助 金 24,720 24,720

4 他 会 計 出 資 金 52,389

1 他 会 計 出 資 金 52,389 52,389

項 目

○管網図電子化システム関係

款

資　本　的　収　入　及　び　支　出

○埼玉県生活基盤施設耐震化等補助金

○企業債

・老朽管更新事業

○公共下水道関係

○基幹水道構造物耐震化事業出資金

収 入

備　　　　　　　　　　　　　　　考
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（単位：千円）
予 定 額

1 資 本 的 支 出 2,609,915 172,080)

1 建 設 改 良 費 1,973,806 172,080)

1 浄 配 水 設 備 改 良費 317,022 18,557

5,899

8,971

1,195

2,276

5,500

277,390

45,950

17,490

48,389

・舗装本復旧 145,200

20,361

6,205

26,586)

2 老 朽 管 更 新 事 業費 666,520 25,668

○職員給与費（会計年度任用職員1人） 1,188

8,056

189

○旅費 140

631,279

57,420)

3 施 設 整 備 事 業 費 985,271 15,089

4,818

○旅費 102

○委託料 25,410

○工事請負費 939,852

・花園第一、花園第二配水場関係　　　　　　　　　　197,000

・皿沼浄水場関係 742,852

87,784)

○賃借料ほか

・公共下水道関係

○職員給与費（職員3人）

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

・設計積算システム保守業務

・管網図システム保守業務

備　　　　　　　　　　　　　　　考

・配水管布設替関係

○委託料

支 出

・施設設備更新

・国道横断配水管設計業務

○法定福利費（職員5人）

○工事請負費

款

（うち仮払消費税及び地方消費税

（うち仮払消費税及び地方消費税

○工事請負費

○法定福利費（会計年度任用職員1人）

○職員給与費（職員5人）

○職員給与費（職員2人）

○法定福利費

項 目

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

・消火栓設置ほか

○法定福利費
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予 定 額

4 営 業 設 備 費 1,809 ○メ－タ－新規設置　 830台

5 固 定 資 産 購 入 費 3,184 2,915

○工具器具及び備品購入費 269

290)

2 企 業 債 償 還 金 626,109

1 企 業 債 償 還 金 626,109

・財政融資資金 39件 336,975

・金融機構資金 57件 289,134

3 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

款 項 目

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

○企業債元金

備　　　　　　　　　　　　　　　考

○機械装置購入費
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（令和３年 ３月３１日）

単位：千円

科　　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　浄水場の運転管理等に要する支出 △ 1,447,493
　　　　人件費支出 △ 147,281
　　　　営業収入 2,776,216
　　　　負担金、補助金等収入 10,982
　　　　その他の収支 65,888
　　　　　小計 1,258,312
　　　　利息及び配当金の受取額 2,528
　　　　利息の支払額 △ 155,091
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,105,749

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　　固定資産の取得による支出 △ 1,429,417
　　　　固定資産の売却による収入 0
　　　　国庫補助金等による収入 76,251
　　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 1,625
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,351,541

Ⅲ　　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　　企業債による収入 896,000
　　　　企業債の償還による支出 △ 626,109
　　　　他会計からの出資による収入 52,389
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 322,280

Ⅳ　　資金の増減額 76,488
Ⅴ　　資金の期首残高 1,451,119
Ⅵ　　資金の期末残高 1,527,607

令和２年度深谷市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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（単位：千円）

(人)

（単位：千円）

2 27

区 分

本 年 度

前 年 度

3,973

△  1,152

2,821

△  2

13 2

3,334

3,235

期 末 手 当

26,184

26,754

扶 養 手 当

15 1

1

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

△  2,895 2,301

通 勤 手 当

65,172

比 較

地 域 手 当

6,530

6,781

△  251 99 △  570

△  2,089△ 4,390

合 計

68,067

1,006

1,4201,566

△  13 7

33

26

△  2,895

勤 勉 手 当 児 童 手 当

△  414

18,212

8,000

△  1,456

1,776

1,776

0

時 間 外
勤 務 手 当

6,544 1,553

△  4,316

管 理 職
手 当

29

116,028

18,962

52,908

147,281

79,464

226,745

149,506

33,94642,939 113,33566,423

468△ 2,693

1,833

17,129

50,607

22,807

68,067

103,504

70,768

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

本
年
度

１　総　括

特 別 職 一 般 職

特 殊 勤 務
手 当

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

区 分

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

住 居 手 当

合 計

前
年
度

手
当
の
内
訳

比
較

0

0

0

18,509

△  297

△  4,345

△  574

△ 2,225

136

228,834

79,328

45,260

合 計
手 当

37,052

△  2,321

107,820

22,233

65,172

法定福利費

62,199

178,227

給 与 費

2,340

2,340

5,161

0

△ 1,697

11

４ 月 １ 日職員数

15

0

18

33,478

60,502

173,837

37,081

給 料報 酬 合 計

3,973

1,188

10

29

17

15

0

2
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（単位：千円）

（単位：千円）

142,166

資本勘定支弁職員 10 37,081 22,233 59,314 18,773 78,087

区 分 法定福利費 合 計
職員数（人） 給 料 手 当 合 計

ア　会計年度任用職員以外の職員（一般職）

4月1日 給 与 費

損益勘定支弁職員 16 66,423 42,443 108,866 33,300

合 計 26 103,504 64,676 168,180 52,073 220,253

前
年
度

損益勘定支弁職員 17 70,768 45,260 116,028 33,478 149,506

資本勘定支弁職員 10 37,052 22,807 59,859 17,129 76,988

合 計 27 107,820 68,067 175,887 50,607 226,494

本
年
度

比
較

損益勘定支弁職員 △  1 △  4,345 △  2,817 △ 7,162 △ 178 △ 7,340

資本勘定支弁職員 0 29 △  574 △ 545 1,644 1,099

合 計 △  1 △  4,316 △  3,391 △ 7,707 1,466 △  6,241

手
当
の
内
訳

区 分 地 域 手 当 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

前 年 度 6,781 3,235 26,754 18,509 1,776 8,000

通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

住 居 手 当 児 童 手 当 合 計

本 年 度 6,530 3,334 25,688 18,212 1,776 6,544 1,553 33 1,006 0 64,676

1,566 26 1,420 0 68,067

比 較 △  251 99 △  1,066 △  297 0 △  1,456 △  13 7 △  414 0 △  3,391
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（単位：千円）

（単位：千円）

２　給料及び手当の増減額の明細 ［１　ア　会計年度任用職員以外の職員（一般職）］ （単位：千円）

0 0 0 0 0

比 較 0 0 496 0 0 0 0 0 0 0 496

通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

住 居 手 当 児 童 手 当 合 計

本 年 度 0 0 496 0 0 0 0 0 0 0 496

手
当
の
内
訳

区 分 地 域 手 当 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

前 年 度 0 0 0 0 0 0

比
較

損益勘定支弁職員 2 3,680 496 4,176 646 4,822

資本勘定支弁職員 1 1,188 0 1,188 189 1,377

合 計 3 4,868 496 5,364 835 6,199

前
年
度

損益勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0

本
年
度

損益勘定支弁職員 2 3,680 496 4,176 646 4,822

資本勘定支弁職員 1 1,188 0 1,188 189 1,377

合 計 3 4,868 496 5,364 835 6,199

イ　会計年度任用職員（一般職）

区 分
4月1日 給 与 費

法定福利費 合 計
職員数（人） 報 酬 手 当 合 計

配置換え等

説 明 備 考増 減 事 由 別 内 訳

給与改定に伴 う増減分

昇 給 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 増 減 分

制度改定に伴 う増減分

そ の 他 増 減 分

勤勉手当の引上げ等

配置換え等

区 分 増 減 額

169　

1,161　

△ 5,646　

447　

△ 3,838　

△ 4,316　

△ 3,391　

給 料

手 当
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〔以下、令和２年１月１日現在における給与等の状況です。〕

３　給料及び手当の状況

(円）

(円）

(歳）

(円）

(円）

(歳）

区 分

企業職
（事務・技術職）

（単位：円）

(１)　職員１人当たりの給与

高 校 卒 154,900

企業職（事務・技術職）区 分

区 分
企 業 職
（事務・技術職） 行 政 職

154,900

298,652

346,052

38.6

(２)　初任給（令和２年１月１日現在）

一 般 会 計 の 制 度

平成 ３ １ 年 １ 月 １ 日 現在

平均給料月額 298,908

平均給与月額 355,800

平 均 年 齢 38.6

主事補・技師補 主事・技師 主　任 係長・主査

令 和 ２ 年 １ 月 １ 日 現 在

平均給料月額

平均給与月額

平 均 年 齢

1

課長・主幹

短 大 卒

大 学 卒

22 7 26.9

課長補佐

168,900

188,700

(３)　級別職員数

区 分

計

7

8

(級別の基準となる職務)

１　級 ２　級 ３　級

7

2

4 6

3

令 和 ２ 年 １ 月 １ 日 現 在

計

1

8

8

2 7.4

18.5

188,700

26 100.0

6

5

1

区 分

3.8

30.8

2

11

部　長

８　級

企業職（事務・技術職）

級

企業職（事務・技術職）

級 構成比(％)職員数(人)

平 成 ３ １ 年 １ 月 １ 日現在

5

27 100.0

1 3.7

40.8

4 6 22.2

5 2 7.4

次　長

５　級

職員数(人) 構成比(％)

168,900

６　級 ７　級４　級

3

6

7.7

23.1

7.7
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（４）　特殊勤務手当　

給料総額に対する比率（％） 0.01

支給対象職員の比率（％）
（ 令 和 ２ 年 １ 月 １ 日現在 ）
支 給対 象職 員 1 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 （円）

代表的な特殊勤務手当の名称

（５）　期末手当・勤勉手当（令和２年１月１日現在）

6月 12月

本 年 度 2.225 2.275 4.50

前 年 度 2.125 2.325 4.45

一 般 会 計 の 制 度 2.225 2.275 4.50

（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当（令和２年１月１日現在）

区 分 備 考

支 給 率 等

一般会計の制度(支給率等)

（７）　その他の手当（令和２年１月１日現在）

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

２０年勤続の者

23

支給期別支給率

（単位：月分）

備 考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

最高限度額

（単位：月分）

有

有

有

２５年勤続の者 ３５年勤続の者

区 分

支給率計

企 業 職
（ 事 務 ・ 技 術 職 ）

緊急出動勤務手当

区 分

7.69

47.70900

47.70900

24.586875

24.586875

47.70900

47.70900

33.27075

33.27075

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　じ

同　　じ

差 異 の 内 容

同　　じ

同　　じ

-310-



（単位：千円）

― 1,267,281 ―

計 4,314,600 2,382,000 96,087 244,836 1,591,677 ― 643,863 768,262 1,412,125 2,902,475 32.7%

497,606 ― ― ―

602,128 ― ― ―

令和
４

1,267,281 745,000 ― 24,675

17.8%

――

― 768,262 768,262 ―

1,635,194
令和
３

1,635,194 903,000 85,646

52,389

44,420

26,947

24,720 277,153 ―

皿沼浄水場更新
事業

1
資本的支出

1
建設改良費

令和
２

768,262 414,000

令和
元

643,863 320,000

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

82,126

年度 年割額

左の財源内訳

企業債 県補助金
他会計
出資金

損益勘定
留保資金

14.9%643,863 ― 643,863 ―214,790 ―

継続費に関する調書

款 項 事　業　名

全体計画
前前年度
末までの
支払義務
発 生 額

前年度末
までの支
払 義 務
発    生
(見込)額

当該年度
支払義務
発    生
予 定 額

当該年度
末までの
支払義務
発    生
予 定 額

翌年度以
降の支払
義務発生
予 定 額
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損 害 共 済 等 保 険 料 2,200 － － 令和３年度まで 2,200 - - 2,200

浄配水場運転管理 ・施設
点 検 等 業 務 委 託

998,800 － － 令和３年度から
令和７年度まで

998,800 -

土 地 賃 借 料 400 － － 令和３年度まで 400 -

ドライシーラー保守点検業務費 300 － － 令和３年度まで 300 -

令和３年度までた な 卸 資 産 購 入 限 度 額 27,800 － － 27,800 -

令和２年度から
令和５年度まで

353,760 -営 業 業 務 包 括 委 託 576,000 令和元年度 90,514

令和３年度まで

-

-

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額
損 益 勘 定
留 保 資 金

左 の 財 源 内 訳

企 業 債

事 項 限 度 額

前年度末までの支払
義務発生 （ 見込 ） 額

当該年度以降の支払
義 務 発 生 予 定 額

浄配水場運転管理 ・施設
点 検 等 業 務 委 託

845,046 平成２８年度から
令和元年度まで

602,204

-

-

156,200令和２年度まで -

6,538 令和２年度から
令和４年度まで

浄 配 水 場 警 備 委 託 21,000 平成30年度から
令和元年度まで

浄 水 場 等 電 気 設 備
保 安 点 検 業 務 委 託

17,160

負 担 金

10,732

6,142

メ ー タ ー交換業務委託 、
漏 水 修 繕 業 務 委 託 及 び
特 設 配 水 管 用 資 材 費

38,800 －

4,500コンビニ収納業務委託及び
Ｅ Ｂ シ ス テ ム 利 用手 数料

－ 令和３年度まで 38,800

4,500 － －

平成２９年度から
令和元年度まで

9,731 令和２年度から
令和３年度まで

27,800

10,732

6,142

156,200

38,800

4,500

-

-

-

-

-

-

- 353,760

- 998,800

- 400

- 300
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千円 千円 千円 千円

１  固定資産

  （１）有形固定資産

      イ  土地 743,194

      ロ  建物 2,019,716

          減価償却累計額 △869,705 1,150,011

      ハ  構築物 44,721,435

          減価償却累計額 △17,062,560 27,658,875

      ニ  機械及び装置 9,552,783

          減価償却累計額 △6,184,706 3,368,077

      ホ  車両及び運搬具 19,497

          減価償却累計額 △18,521 976

      ヘ  工具器具及び備品 157,230

          減価償却累計額 △151,418 5,812

      ト  建設仮勘定 634,762

          有形固定資産合計 33,561,707

  （２）無形固定資産

      イ  電話加入権 367

          無形固定資産合計 367

  （３）投資その他資産

      イ  投資有価証券 500,000

          投資その他資産合計 500,000

          固定資産合計 34,062,074

令和２年度深谷市水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

資　産　の　部

税抜
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２  流動資産

  （１）現金預金 1,527,607

  （２）営業未収金 286,569

  　　　　貸倒引当金 △20,248 266,321

  （３）営業外未収金 39,039

  （４）その他未収金 53,156

  （４）貯蔵品 17,811

  （５）前払金 203,400

        流動資産合計 2,107,334

        資産合計 36,169,408

３  固定負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,340,177

          企業債合計 10,340,177

  （２）引当金

      イ  修繕引当金 241,040

          引当金合計 241,040

        固定負債合計 10,581,217

４  流動負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 662,119

          企業債合計 662,119

  （２）未払金 877,050

  （３）引当金

      イ  賞与引当金 15,681

          引当金合計 15,681

負　債　の　部
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  （４）その他流動負債 105,616

        流動負債合計 1,660,466

５  繰延収益

  （１）長期前受金 10,434,692

  （２）収益化累計額 △5,090,212

        繰延収益合計 5,344,480

        負債合計 17,586,163

６  資本金

  （１）自己資本金

      イ  固有資本金 755,517

      ロ  繰入資本金 7,564,911

      ハ  組入資本金 8,751,574

          自己資本金合計 17,072,002

          資本金合計 17,072,002

７  剰余金

  （１）資本剰余金

      イ  国庫補助金 14,150

      ロ  県補助金 4,329

      ハ  受贈財産評価額 19,914

          資本剰余金合計 38,393

  （２）利益剰余金

      イ  減債積立金 21,000

      ロ  建設改良積立金 1,178,100

273,750

          利益剰余金合計 1,472,850

          剰余金合計 1,511,243

          資本合計 18,583,245

          負債資本合計 36,169,408

      ハ  当年度未処分利益剰余金

資　本　の　部
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千円 千円 千円
１  営業収益

（１）給水収益 2,408,757

（２）受託工事収益 7,117

（３）加入金 104,200

（４）その他営業収益 52,892 2,572,966

２  営業費用

（１）原水及び浄水費 864,478

（２）配水及び給水費 250,574

（３）受託工事費 6,590

（４）総係費 199,234

（５）減価償却費 1,239,375

（６）資産減耗費 45,435 2,605,686

営業利益 △ 32,720 △32,720

令和元年度深谷市水道事業予定損益計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

税抜
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３  営業外収益

（１）受取利息及び配当金 2,529

（２）他会計補助金 8,122

（３）長期前受金戻入 251,131

（４）雑収益 11,971 273,753

４  営業外費用

（１）支払利息 163,859

（２）雑支出 864 164,723 109,030

経常利益 76,310

５  特別損失

（１）過年度損益修正損 1,389 1,389 △1,389

当年度純利益 74,921

138,525

当年度未処分利益剰余金 213,446

前年度繰越利益剰余金
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千円 千円 千円 千円

１  固定資産

  （１）有形固定資産

      イ  土地 743,194

      ロ  建物 2,019,716

          減価償却累計額 △813,513 1,206,203

      ハ  構築物 43,435,829

          減価償却累計額 △16,372,528 27,063,301

      ニ  機械及び装置 9,556,919

          減価償却累計額 △5,992,750 3,564,169

      ホ  車両及び運搬具 19,497

          減価償却累計額 △18,521 976

      ヘ  工具器具及び備品 157,230

          減価償却累計額 △150,871 6,359

      ト  建設仮勘定 178,836

          有形固定資産合計 32,763,038

  （２）無形固定資産

      イ  水利権 11,875

      ロ  電話加入権 367

          無形固定資産合計 12,242

  （３）投資その他資産

      イ  投資有価証券 500,000

          投資その他資産合計 500,000

          固定資産合計 33,275,280

令和元年度深谷市水道事業予定貸借対照表

（令和２年３月３１日）

資　産　の　部

税抜
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２  流動資産

  （１）現金預金 1,451,119

  （２）営業未収金 576,580

  　　　　貸倒引当金 △22,044 554,536

  （３）営業外未収金 69,745

  （４）貯蔵品 20,084

  （５）前払金 52,800

        流動資産合計 2,148,284

        資産合計 35,423,564

３  固定負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,106,296

          企業債合計 10,106,296

  （２）引当金

      イ  修繕引当金 266,729

          引当金合計 266,729

        固定負債合計 10,373,025

４  流動負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 626,109

          企業債合計 626,109

  （２）未払金 352,514

  （３）引当金

      イ  賞与引当金 16,617

          引当金合計 16,617

負　債　の　部
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  （４）その他流動負債 83,416

        流動負債合計 1,078,656

５  繰延収益

  （１）長期前受金 10,366,524

  （２）収益化累計額 △4,865,193

        繰延収益合計 5,501,331

        負債合計 16,953,012

６  資本金

  （１）自己資本金

      イ  固有資本金 755,517

      ロ  繰入資本金 7,512,522

      ハ  組入資本金 8,396,804

          自己資本金合計 16,664,843

          資本金合計 16,664,843

７  剰余金

  （１）資本剰余金

      イ  国庫補助金 14,150

      ロ  県補助金 4,329

      ハ  受贈財産評価額 19,914

          資本剰余金合計 38,393

  （２）利益剰余金

      イ  減債積立金 21,000

      ロ  建設改良積立金 1,532,870

213,446

          利益剰余金合計 1,767,316

          剰余金合計 1,805,709

          資本合計 18,470,552

          負債資本合計 35,423,564

資　本　の　部

      ハ  当年度未処分利益剰余金
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注 記 事 項
１ 重要な会計方針に関する注記

（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法

ア 量水器

先入先出法に基づく原価法により算定している。

（２） 固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

（ア） 償却資産  定額法

ただし、取替資産については、取替法により算定している。

（イ） 主な耐用年数

建 物   ５０年

構 築 物   ４０年

機械及び装置 ８～２０年

イ 無形固定資産  定額法

（３） 引当金の計上方法

ア 退職給付引当金 一般会計が負担することとしているため、計上していない。

イ 賞 与 引 当 金 職員の期末・勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当事業年度の末における支給見

込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

ウ 修 繕 引 当 金 平成２６年３月３１日以前に引き当てられた従前の修繕引当金のみ計上されており、引き続き従前の例により取り

崩すこととする。

エ 貸 倒 引 当 金 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。

（４） 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式をとっている。

-321-



２ 予定貸借対照表等に関する注記

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担

   予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負

  担すると見込まれる額は６４，７４１千円である。
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